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I.序 論

社会全体が高度経済成長時代の繁栄から,徐々

に停滞あるいは減速時代に移行した昭和40年代後

期から,時を前後して,教育界にも大きな改革の

流れが起きた。それまで知育偏重になりがちであ

った学校教育を,『豊かな人間性の育成,学校生

活のゆとりとみのり,基礎的基本的な教育内容』

を改善方針とした新しい教育課程が生まれた。ま

た背面からは,高学歴化社会を助長するような大

学人試のあり方にも改革の手が施され,全国共通

一次試験制度が実施されるに至った。さらには,

1)
児童生徒を教える教師にも触れ,最近の報道では,

教員養成制度についての改善審議会が再度開かれ

る模様である。それによると,昭和53年3月大学

卒業者34万1千人のうち9万2千人が教員免許を

とり,教職についたのは2万5千人であるという。

短大では新卒者14万2千人のうち6万7千人が取

得し,1万1千人が教職についた。教員免許取得

のためにはそれなりの教育実習がなされるわけで

あり,実際教員になった者の約4倍から6倍もの

人数が各地の学校におしかけたのである。このこ

とは実習の質的内容に当然影響を及ぼし,教員養

成機関においても,実習生受け入れ側の学校にお

いても大きな問題点(損失)を抱えることになり,

その為の改善策が制度的に考えられようとしてい

るのである。

苫者らの研究からみても,免許状取得は種々の

ヶ-スがあり,さらにまた,主免・副免といわれ

るように1人の者が数種類の免許状を取得するこ

とが可能な場合が多く,教員養成のあり方に対す

る問題点を複雑にしている。

ここで教員養成制度のもとである教育職員免許

法(以下免許法)をみると,第1条の目的に「…

教育職貝の免許に関する基準を定め,教育職員の

資質の保持と向上を図る………」とされている。

基準を定めることは当然であろうが,資質の保持

及び向上を図ることは具体的にどういうことなの

か。ただ(最低)基準を定めておきさえすれば,

毎年養成されてゆく教貝の資質が代々保持され,

なおかつ年々向にし得るのであろうか。その意図

するところは理解できるが,現行では疑問である。

さて,本研究対象である教科「保健体育」の教

輿を養成するための基準は,同法施行規則によっ

て(一般教育科目,教職に関する専門科目は別と

して)教科に関する専門科目およびその単位数は

以下のようである。これは中学校教諭の二級普通

体 育 実 技

｢体育原理,体育管理｣

生理学(運動生理学を含む)

衛生学及び公衆衛生学

学校保健(疾病の予防及び看護法を含む)

計

免許状に相当し,さらに16単位以上を履修すれば

1級が取得できることになっている。

Ⅱ.本研究の目的

保健体育科教師の養成問題ならびに現職教育の

実態,また,教科教育的研究などが漸次なされて

きて,教科「保健体育」に対する問題点,改善点

がいろいろな側面から明確になりつつある。

とりわけ教員養成段階については,その求めら

れる保健体育教師像というものが,養成制度側,
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それをうける養成機関側,また,現職教師側の三

者からみて,果たして同一であるかが問われてく

る問題である。またつぎに問題となるのは,教科

形態からくるもので,同一教師が保健科目と体育

5)6)
科目を受けもつジレンマが指摘されている。これ

は同じような教科「技術・家庭」とは本質的に異

なるものである。

そこで本研究では,先にまとめた教員養成に関

2)
わる全体的把握とは別に,保健の側に視点をおき,

保健体育教師養成における制度上の問題,ならび

にそれを各養成機関がいかに受けとめて運用して

いるのかを検討することによって,保健の位置づ

けを究明することである。具体的には,各養成機

関での教科(保健体育)に関する専門科目につい

て,その開講単位数,講義題目およびその担当者,

その他の開講状況一般を分析することにある。

m.本研究の対象及び方法

本研究は,本学体育研究室の「教員養成制度に

関する比較体育学的研究」(昭和50年度文部省科

学研究費)を基盤とした。

1.調査対象及び回答

中学校教諭免許状のうち,教科「保健体育」を

取得できる全国の養成機関(大学・学部・学科単

位)を対象とした。有効回答数は総合大学38校,

単科の教育大学11校(分校も単独に加算),私立

大学13校,短期大学7校であった。

2.調査期間及び内容

・第一次調査は昭和50年11月,各養成機関の教

務・学務担当者宛に,学生数,養成コースの種類,

教官数,単位数など教育課程を内容とする質問紙

郵送調査を実施した。同時に,履修基準,学生便

覧等の資料も収集した。

・第二次調査は昭和51年2月,各養成機関の保

健体育科主任宛に,専門科目に対する開講講義題

目,単位数,担当教官などを内容とする質問紙郵

送調査を実施した。

3.資料の抽出及び分析方法

二次にわたる調査資料をもとに,本研究の口的

に合致した資料を両面から相互に補完した。分析

は各養成機関別にその実態をとりあげ,特に厳密

な統計的手法は省略した。

Ⅳ。結 果

1.専門科目の開講単位数

1) 総単位数(表1参照) 養成機関別にみ

ると,国立の総合大学での教育学部系(以下一般

大学)が最低40単位から147単位を開講。単科大

学としての国立の教育大学では48~100単位。こ

表1.開講総単位数

の両者を比較すれば,一般大学よりも教育大学の

方がやや単位数が多く,かつ,教育大学間でのば

らつきが一般大学のそれよりも少ない傾向であっ

た。私立の四年制大学(以下私大)では,他と比

較して単位数は多く,大学間でのばらつきが大で

あった。なお 100単位を越える大学の殆んどは

体育学部系であった。短期大学(以ト短大)は修

業年限の関係からばらつきが最も少なかった。

2) 保健領域の開講単位数(表2参照) 単

位数の平均をみると,私大が最も多く,ついで教

表2.保健の開講単位数

育大学,一般大学の順になっている。一方,ばら

つきでみると,私大,一般大学が高く,教育大学

は前者と比較してかなり低かった。実数的に最低

単位数から最高単位数をみても各大学間で大きな

差がみられた。特に一般大学,私大にその多様性

がみられた。

また図1は各大学毎の単位数をプロットしたも

のである。さらに加えて,各大学での保健領域の

必修単位数を同様に示したものである。これをみ
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ると,必修単位数のおさえ方にかなりの幅がみら

れた。特に図中ではO単位であるが,必修単位な

るものを規定していない大学もあり注目される。

約3分の1の大学にみられ,一般大学,私大の占

める率が高かった。

(保健領域)

図1.各養成機関別開講単位数

3)開講総単位数における保健領域の割合

(表3参照) 保健体育の専門科目は,大別する

と体育領域(理論・実技)と保健領域である。こ

の両者の開講比率についてみると, 40%以上が保

健領域である大学が全体の約4分の1であった。

これは私大での体育学部系及び一般大学で多くみ

られた。なお50%以上では全体で6大学あった。

表3.開講総単位数における保健の比率

一般 教育 私大 短大 計

N=･-38 N-11 N-13 N-7 N~691%1

つぎに,30~39% (約3分の1)が保健領域であ

る太学が全体の約4割と最も多く,短大,教育大

学が多かった。逆に3割に満たない大学も全体の

2。保健領域の開講々義題目と単位数

各大学で開講されている講義題目(名)をでき

るだけ生かしながら3つの系列に分類した。その

結果,単位数でみると生理学系が, 721単位42.3

%と最も多かった。衛生学系は357単位20.9%,

学校保健系その他は628単位36.8%の開講比率で

あった。

1) 生理学系講義題目(表4参照) 全体的

にみると,「生理学」,「運動生理学」,「解剖

学」,「病理学」,「栄養学」が柱となって多く開

講されている。また,「栄養学」以外のこれらの

表4.生理学系講義題目及び単位数
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科目を必修に指定している人学も多くみられた。

養成機関別の上な傾向では,私大,短大では1校

以外はすべて「生理学」を必修とし,教育大学及

び一般大学ではこれを約6割から5割が必修とし

ていた。「迦動生理学」については各養成機関と

も約6割ぐらいの必修率であり,「解剖学」につ
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いては,私大での必修率が高く,逆に教育大学で

は低かった。

観点を換えて,「運動生理学」「解剖学」「病

理学」の3者について,その相互の関連性をみた

のが表5である。 3者ともすべて開講している大

運・運動生理学,解・解剖学,病・病理学

学が全体の6割であった。養成機関別にみると,

教育大学,私大では約9割であったが,一般大学

では3者のうちいづれかが開講されていない大学

表6.衛生学系講義題目及び単位数

も少なからすみられた。なお, これらの科目にお

いては,「生理学」という題目のなかに( )書きで

それぞれ含まれるように表示されている大学も約

2割ほどみられた。

2)衛生学系講義題目(表6参照) ここで

は「衛生学」と「公衆衛生学」が2本柱となり,

他では,ここに含むのは妥当でないかもしれない

が「運動衛生学」,それに「細菌免疫学」が多く

みられた。他の2系列に比較して開講状況は少な

い傾向がみられた。養成機関別では大きな違いは

みられなかったが,「細菌免疫学」は一般大学で

の開講が殆んどであった。

3)学校保健系その他の開講題目(表7参照)

「学校保健」が222単位(「同実験」35単位)と

圧倒的に多く,殆んどの大学で開講され,かつ,

必修として課している大学が多かった。また,こ

の学校保健系はその領域が広く,名称はともかく,

救急看護的なものから保健管理・健康管理,健康

教育,また,ここに掲げられているような一般的

保健理論を含めると多様な題目が挙げられた。

「精神衛生」「安全教育」は殆んど選択としての

位置づけであり,単位数としても少なかった。養

成機関別の特徴では,教育大学においては,「健

康教育」「保健・健康管理」は1校も開講してい

ないのを実例として,他の一般大学,私大に比較

して開講題目数が極めて少なかった。

3.主な専門科目の開講状況(表8参照)

①「生理学」については,講義題目としてスト

レートに挙げられていない大学もみられた。単位

数は2または4単位で,第1・2学年で履修し,

必修率は約8割であり,衛生学,学校保健よりも

必修としてのとり扱いが高かった。講義内容とし

て述べられていたものは,人体の構造と諸機能に

ついてが殆んどであった。その担当者は,不明な

大学も少なからずあったが,1名の専任(助教授

または教授)または非常勤講師であった。また,

実験実習の開講についてはどの養成機関において

も半分に満たなかった。

②「衛生学」についても,必修としている大学

は約7割であった。単位数では,2単位は必修,

あと2単位を選択にまわしていた大学が多く,生

理学に比較して,第2・3学年での履修が多かっ

-43-

表5.生理学系主要科目の相互開講状況



松井:教員養成系人学・学部における「教科(保健体育)に関する専門科目」について

た。講義内容としては,環境の諸条件(環境衛生)

が最も多く述べられていたが,公衆衛生学的な広

いとらえ方も多く,医療とか,伝染病,成人病な

どの各種疾病及びそれらの疫学的な内容もみられ

た。講義担当者は1名で,専任の教授が主である

が,非常勤に依頼している大学が約3割あった。

実験実習については,約7割の大学で開講されて

いた。

③「学校保健」については,必修率は約7割で

あるが,生理学,衛生学に比較して単位数は4単

位の大学が多かった。履修学年としては第1学年

のみで修rする大学は短大以外では1校もなく,

第2学年及び第3学年を中心として開講されてい

た。また,第4学年にかけて開講する大学も少な

からすみられた。講義内容については,他の2科

目と比較してかなり広い範囲におよんでいた。項

目だてとして明記してある18大学中,4大学以上

で挙げられている内容を多い順にみると,学校環

境衛生,保健管理,健康の意義,保健組織・制度,

健康診断,救急処置・看護,(学校保健の)目的

・役割,(同)領域・位置,学校保健計画であっ

た。講義担当者は,他の生理学,衛生学に比較し

て,2名で担当している率が高く,専任の割合も

ｰ番高かった。また専任の中でも教授が多かった。

4。専門科目担当者

専門科目の担当教官について,単に人数的に各

大学の専任と非常勤の割合をみた場合(人数が正

確につかめなかった11大学を除いては),全体で

は1142名中599名(52.5%)が専任教官であった。

養成機関別にみると,最も専任率の高かったのは

私大の59.9%,ついで教育大学の54.0%,短大51

.8%,最低は一般大学の48.0%であった。

次に観点を換えて,二の専任/非常勤の割合に

ついて,両者が実質的に担当する単位数から比較

した場合(ただし,保健領域のみで,かつ,担当

者が不明瞭な21大学を除いては),非常勤に依存

する割介は,多い順に短大の60.4%,私大の48.7

%,一般大学39.1%,最後に教育大学の28.7%と

なった。この非常勤への依存率については,最低

O%(3校)から最高100%(2校)と大きなば

らつきがみられた。(詳細は表9参照)
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表8.主な講義題目の養成機関別開講状況 単位:校
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なお,表10は専任教官中における保健領域担当

者の割合を示したものである。 3分の1以上を占

める大学はわずかに1割の大学にしかみあたらす,

5分の1以下の大学が4割と最も多かった。養成

機関別では私大の分布に特徴がみられた。また,

このことを逆からみた場合,表11は非常勤講師中

における保健領域の担当者の割合を示したもので

あるが,前表とは逆に,半分以上の大学が約3割

を占め,最も高かった。これは一般大学,私大,

短大で顕著であり,教育大学では,他と比較して

最も低率であった。

表10.専任教官中の保健担当教官の割合

V.考 察

1.専門科目開講の実態と求められる保健体育教

師″像″について

専門科目の開講状況については,量的側面より,

保健と体育の両分野をめぐる問題と,養成機関別

特質から次のことが明らかになった。まず,専門

科目開講総単位数については,免許法で規定して

いる16単位の約4倍から6倍の単位を開講してい

る傾向であったが,個々の大学間で大きなばらつ

きがみられ一概には断定しえなかった。また,保

健体育の専門領域は保健と体育であるが,その両

者の占める割合をみると,保健1に対して体育2

の大学が最も多く,残りの大学はこれを基準にし

て上下ともほぼ同率であった。別の筆者らの研究

によれば,体育領域をさらに理論と実技に分けた

場合,平均的な開講比率は体育理論40%,体育実

技30%,保健30%となっていた。これは免許法で

示している同4:4:8(計16単位)の比率とは

異なり,保健領域が少ない実態であった。

つぎに特質としては,教育大学において他の養

成機関と比較して多少の差がみられた。それは教

育大学では,開講総単位数においてばらつきが少

なくまとまっている傾向があり,保健と体育の開

講比率についても,前述した保健1対体育2の大

学が顕著に多くみられたことである。

これらのことは,我が国の教員養成制度の歴史

及び「保健体育」の教科形態が大きく関係してい

る。戦後「教員養成は大学で………」と改革され,

かっての師範学校は教員養成大学へとひきあげら

れた。それは教員養成を閉鎖的,従属的な体質か

ら,教育と研究の自由が確立された大学でおこな

うことになり,自由な学問探究者としての資質を

備え,かつ,教員としての専門性を修得した者に,

ひろく教員としての資格を認める制度となったの

である。いわゆる開放性の理念がうちだされた。

本研究での教育大学は,その前身がここでいう旧

師範学校系とされるし,一般大学,私大について

は教育学部を持つ,あるいは教職のとれる大学と

して,いわば開放性に富んだ大学として位置づけ

られる。本研究結果が示すように,教育大学があ

る一定のレベルでまとまる傾向であり,一方,一
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般大学,私大では多様性に富んでいるということ

が理解できる。しかし,大学の自主性・主体性が

認められてはいるものの,現実ではかなり制約を

受けている。それは文部省の教育大学・学部に対

する定員,予算,施設等の整備に対する消極的な

姿勢や,免許法に深く影響されている。そうした

なかで,大学も主体的な運用を欠いたり,単に定

められた資格要件を与える形式的な教育に陥りが

9)
ちであったともいわれている。今後の教員養成制

10)
度の変更については大いに注目する必要がある。

さて,保健と体育の極めてアンバランスな開講

実態について,その出てくる背景は先に述べた教

科形態そのものが直接関係している。もともと性

格の異なるものが合科とされた歴史は昭和21年文

部省が教師の手引きとして刊行した「新教育指針」

川
に端を発していると考えられる。こうした二重的

性格を有する保健体育について,学習内容につい

ての一元化を計る努力はわすかにみられるが,そ

の求められる教師像となると簡単にいい表わ十こ

とは困難である。それは,保健体育としてまとま

った教師像についての検討は殆んどみられす,体

育(科)教師としての,とか,保健(科)教師の

専門性・資質とは,という表現で両分野からそれ

ぞれ別個にとりあつかわれている現状をみれば明

らかである。では,そこでの体育科教師の資質と

13)
して何が求められているのかについては,まず,

教師としての人間性であり,つぎに教科内容への

深い理解と実践力をあげている。その為の前提と

して,(1体育諸科学の研究成果を再編成したり統

合する能力, (2)それを教育実践の中へ行為する能

力, (3)各種運動の実技能力を十分に身につけるこ

とが挙げられている。つぎに,保健科教師につい

14)
てみると,抽象的ではあるが,国民の健康課題を

把握する能力と,その健康課題を教育化する能力

が問われている。やはり教科教育学的にいわれて

いる当該教科に関する基礎科学と教育科学とに立

脚することに集約される。ここで問題となるのは,

その基礎科学のとらえ方である。体育(運動)諸

科学と保健(健康)諸科学とでは基本的に性格を

異にしている。この両面を持つことを要求されて

いるのが保健体育教師なのである。そして,それ

ぞれが求めている教師像に向って養成することに

なり,両者の相互関係や重みづけについては,制

度的な最低規準は守りながらも,各養成機関でそ

の運用については大きくまかされている現状であ

る。いわゆる大学の自主性・主体性である。この

ことから,本研究でのアンバランスについては,

同じ保健体育教師として養成されるとはいえ,体

育をある程度得意として保健を苦手とするのでは

ないか,あるいはまたその逆を推測させる教師な

ど,様ざまな背景をもった教師が養成されている

事実が明確になった。これを是とするのか,ある

いはどういう状態が保健体育科教師の養成として

最も望ましいのか,ということについては非常に

15)
大きな問題であり,保健と体育の分離・独立をも

含めた広範な研究がなされなければならない。当

然その時には,現職教育の実態を加味し,両分野

が同じテーブルで十分検討してゆくことが必要で

ある。しかし,本研究の現状をみた場合,開講総

単位数において最低限3分の1は保健分野が用意

されてしかるべきであり,ここではそれ以下の大

学,特に一般大学,私大での低率を問題視するに

とどめたい。

2.保健(科)の専門性について

保健領域の専門科目をみると,やはり免許法に

掲げられている科目そのままを開講し,それに大

なり小なり関連すると思われる単位を加えている

程度の大学が殆んどであった。逆にいえば,免許

法にしばられない,まったく自由な観点から開講

されたような科目を設けている大学は少ない傾向

であった。このことは,保健分野についての開講

が,相対的にも絶対的にも少ないことを考え合わ

せれば,ますます免許法オンリー的な傾向を強め

ようとしている。これは各養成機関での積極性に

欠けているのか,あるいは,保健領域については

学問系列を3つ明文化していることからくる弊害

であるのかが問われるが,おそらくその両者とも

に関係していると考えられる。養成機関別では,

教育大学での題目数の少なさが注目される。これ

は整備のたち遅れもさることながら,その性格と

して,初等教育に携わる教員を養成することがよ

り重要な役目であるとされた場合,専門科目の矮

少化が助長されてしまう。特に保健領域への影響

が大となる。
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このように開講についての実態は満足できるも

のではないが,では,保健(科)の専門性はどう

求められているのであろうか。制度的には生理学,

衛生学,学校保健の3分野が要求されていると解

釈できる。しかし,学校保健については教職に関

する専門科目として,教員を志す者全員に履修さ

16)
せるべきであるとする考え方が強い。筆者も学校

保健の性格からして,保健体育の教科専門科目と

して入っている必然性は本質的に乏しいと考える。

さらに,各学校には学校保健の専門家としての養

護教諭が配置されているわけであるが,この養護

教諭の吋門としての学校保健と,保健体育教師へ

の学校保健とはどこがどう違うのか,あるいはま

ったく同じものなのかについては,現状では殆ん

ど触れられていない。また,本研究で得られた教

授内容も多岐にわたっていることからしても,学

校保健活動及び学校保健学というものは集学的で

17)
あるといわれるゆえんである。このように,学校

保健を単に保健(体育)教師のみの専門性から除

いて考えると,生理学,衛生学の比重が大となる。

生理学については,人間の生命についての科学

的認識を育てるものとしてとらえられ,保健の科

学としての生理学は,適応概念を中心とした自己

保仁一自動調節系などの全体性が,環境との対応

をふまえた環境生理学的アプローチで論ぜられる

凶
必要があるとされている。また,分化したものと

して病理学(病的),形態学(幾可学的),生化

学(化学的)などが考えられている。しかし,本

研究では,やはり体育との関連から運動生理学へ

の志向が強かった。

同様に,衛生学については,国民の健康課題の

把捉能力を育てるために位置づけられ,単なる環

境衛生のみでなく,個体からマスヘの認識をとら

え,疫学的な概念が必要であると考えられている。

しかし,保健(科)の専門性は,生理学,衛生

学のみで達成されるわけでなく,広範囲にまたが

っているものと考えられる。いわゆる保健(健康)

,ぶ科学が基盤となるわけであるが,残念なことに

それが体系化されるに至っていない現状である。

それゆえに,人間の健康に関連すると思われる内

容を,仄ヤ,社会学,心理学など多くの学問分野

からいろいろなフィルターにかけて集めている現

状である。こうしてみると,保健教師の専門性は

抽象的には表現されても,具体的にどうあるべき

かを断言することは不可能である。本質的な課題

として早急に体系化されることが望まれる。

な払本研究では救急・看護的な技術や,栄養,

安全,精神面に関する内容への努力がみられたが,

今後人文社会学的なアプローチが各養成機関で積

極的になされる必要があるのではないかと考える。

な払保健領域の専門科目を担当する教官につい

て,40代50代では医学系からの出身者が殆んどで

あるが,20代30代の若い専任教官では,その殆ん

どが保健体育系の出身者であるという報告がある。

これを加味すると,将来的には,専任教官の背景

が異なることにより,ここでいう保健教師の専門

性に対する考え方も大きく左右されることも予想

される。

Ⅵ。結 論

わが国における教員養成制度より,師範学校が

大学に昇格し,学芸大学・学芸学部が教育大学・

教育学部に変更してきたが,やはり現在の各種養

成機関において,その歴史的な影響をみることが

できた。すなわち,旧師範学校をその前身とする

教育大学における共通性,いい換えれば,狭い範

囲でのまとまりに比較して,一般大学や私大での

ある程度の独自性,広がりの中に,大学で主体的

に教員養成をしてゆこうとする姿勢がより強く伺

えた。これは保健体育に関する専門科目の開講状

況から明らかにされた。

な払保健体育の教科形態からくる問題点もう

きぼりにされた。求められるべき保健体育教師像

というものはまとまりえず,保健と体育の両者が

別々に描いているにすぎない。それがために,各

々の養成機関によって保健と体育の相互の関連の

とらえ方がまちまちであり,これは開講単位数の

比率において極めて不均衡な形となって現われた。

特に,保健領域が全体の3分の1以下の大学もか

なりみられ問題とされる。また,専任教官数や非

常勤講師に依存する実態をみても保健領域の弱体

傾向がみられた。これでは保健の発展はおろか,

現在かかえている多くの課題すら解決できず,改

めて教員養成段階での保健と体育のあり方を考え
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ることが重要である。

保健(科)の専門性については,各養成機関で

開講している講義題目名をとおして検討を試みた

が,独自の研究・開発していると思われる大学は

少なく,また,相対的にも絶対的にも開講が少量

であるがため,免許法でとりあげられている程度

の専門性しか推し測れなかった。この傾向は教育

大学においてより強くみられた。こうした保健領

域の不備を是正するため,各養成機関で今後積極

的に保健(科)の専門性についての研究がなされ

る必要がある。

VI.要 約

中学校の教科「保健体育」の教員免許状が所得

可能な全国の教員養成系大学・学部のうち,回収

できた一般大学38校,教育大学11校,私立大学13

校,短期大学7校について,「教科に関する専門

科目」に関する質問紙調査を実施し,以下の結果

を得た。

1)開講総単位数は最低40単位から最高147単位

で,各大学ではばらつきが大きく,この傾向は

私立大学で顕著であった。

2)保健領域の開講単位数は,私立大学で多かっ

たが,ばらつきは大であった。反面,教育大学

はばらつきは少なく,まとまっている傾向であ

った。

3)保健と体育の開講比率は,全体としては保健

が30~39%を占める大学が最も多かった。この

傾向は教育大学で顕著であった。逆に,一般大

学,特に私立大学ではこれより多いか少ないか

の両端に分かれる特異な傾向を示した。

4)保健(科)の専門性をどこに求めているかに

ついては,開講々義題目よりみた場合,生理学

・衛生学・学校保健のいわゆる免許法で示され

ている3系列に強く影響され,独白な分野を設

定している大学はわずかであった。特に,教育

大学では免許法オンリー的であり,一般大学,

私立大学である程度の独自性,多様性を求めて

いる傾向でしかみられなかった。

5)上記3系列の講義内容については,各大学の

担当者間に差異がみられ,特に,学校保健でこ

の傾向が強かった。

6)保健体育の専任教官のうち,保健担当者の占

める割合が5分の1以下の大学が最も多く,そ

の分非常勤講師への依存率が高まる傾向であっ

た。

(本研究の概要は,第25回日本学校保健学会-

1978年,名古屋-において口頭発表した｡)
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